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 プライム ライフ テクノロジーズグループは、パナソニックとトヨタ自動車から生まれました※。
グループの共通の夢は、『心豊かな未来につながるくらし空間』を実現すること。

その夢は、家や建物のみならず、『未来のまち』へと広がっていきます。
※2020年1月にパナソニック（現パナソニック ホールディングス）とトヨタ自動車が設立し、三井物産を加えた３社が株主となって誕生しました。

PLTグループが約束する、4つの「未来をまちづくる」
空間資源を有効活用し、
社会課題の解決に向けて、
未来をまちづくる。

約束
１

住み替えたくなるまちから
住み続けたくなるまちへ。
まちの魅力を高めて、未来をまちづくる。

約束
2

生活の質を向上し続けるとともに、
自分らしい居場所のあるまちへ、
未来をまちづくる。

約束
3

まちの価値を創る
バリューイノベーターとして、
地域に根を張り、未来をまちづくる。

約束
4

プライム ライフ テクノロジーズグループ サステナビリティサイト https://prime-life-tec.com/sustainability/

コーポレートメッセージ

当社グループが提供する4つの価値

カーボンニュートラル
環境にやさしいエネルギーが

まちを満たす

ウエルネス
こころとカラダの健康を
デザインできる

サステナブル
社会や環境の変化に
対応し続ける

コネクテッド
いつでも、どこにいても、
人と社会がつながる

4
つ
の
価
値

要
素

エネルギー

脱炭素型ライフスタイル

心身の健康

ネイチャーポジティブ

レジリエンス

タウンマネジメント

モビリティ

コミュニティ
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カーボン
ニュートラル
の推進

持続可能な
調達と資源の
有効活用

自然災害への
対応

当社グループの
持続的な成長

持続可能な
未来の実現に
向けて

● アンケートや勉強会を通じた
コミュニケーションの実施（P13）

サプライヤーとの対話

● 工場などにおける廃棄物削減（P14）
● 建設現場での余剰資材の抑制、
廃棄物削減（P13、14）

● プラスチック使用資材等のリサイクルの実施
● 原油由来の建設資材の削減

省資源化とリサイクルの推進

● 自然災害に強いレジリエンス住宅／
建物の提案と提供（P14）

物理的な影響に対応した
事業活動の拡大

● 空調服等の導入などによる現場作業員の健康管理
● 内装システム化工法による省人化（P13）

当社グループ内における物理的な影響への対応

● ZEH、ZEH-M、ZEBなどの推進（P9、10）
● エコリフォームの推進（P11）
● 「PLTでんき」の拡大（P12）
● 再エネ、省エネ設備の提案（P12）

脱炭素化に伴う事業活動の拡大

● ZEH、ZEH-M、ZEBなどの推進（P9、10）
● エコリフォームの推進（P11）
● 「PLTでんき」の拡大（P12）
● 建設資材の検討
● スコープ3削減に向けたサプライヤーとの連携（P13）

サプライチェーン全体でのGHG排出量の削減

● RE100への加盟（P7）、
事務所などへの再エネの導入（P12）

● 卒FITやオンサイトPPAなどの活用（P12）
● 空調や照明などの設備機器の更新
● 生産、物流における業務効率化（P13）
● 建設DXによる業務効率化（P10）

当社グループ内での再エネ・省エネの推進

● 本社機能の分散（本部の代替措置の体制整備）
● 生産、物流などへのBCP対策の実施、供給維持
● 事業会社間での物資の支援体制の構築（P13）

自然災害へのレジリエンスの強化

　当社グループでは、パリ協定が掲げる目標達成に向けて
2022年7月に「2050年カーボンニュートラル宣言」を公表
し、まちづくり・住まいづくり・建設などを通して脱炭素社会を
目指しています。
　4ページ以降の気候関連のリスク・機会の分析結果を受け

て、当社グループの対応について、下図のように大きく4つの
カテゴリに分類し、現在行っている取り組みを整理しました。
　今後は、グループとしての現在の取り組みの継続と強化、
および新たな施策の検討と実施を進めていきます。
＊ 具体的な取り組み内容は、（　）に記されたページを参照

気候変動のリスク・機会への当社グループの対応策
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　当社グループは、気候変動によって生じる事象が事業活動にどのような影響を与えるのかを特定するため、「1.5（2）℃」と「4℃」
の２つのシナリオを基に定性・定量の両面で分析し、当社グループへの影響を評価しました。

■ 当社グループで想定される気候関連リスクと機会

炭素税（化石燃料賦課金 等）導入により、建設資材の調達コストや事務所・工場・
施工現場の操業コスト増

影響の
大きさ

移行

リスク項目
大分類 中分類 小分類 考察した影響

リスク

顕在化する
時間軸

大中～長期カーボンプライシング

〈再エネ〉
・ 再エネ設置義務化に伴う建物価格の上昇により、新築需要が縮小、収益減
・ 再エネ由来電力導入の要請をされた場合、事務所・工場・施工現場の操業コスト増
〈省エネ〉
・ 省エネ基準引き上げにより、対応コスト増
・ 地方規制導入や拡大により、省エネに関する対応コスト増

脱炭素化に伴う代替品の登場や製造方法の転換等により、鉄やセメント等建設資材
価格が上昇し、調達コスト増 大中～長期原材料コストの変化

（鉄・セメント）

大短～長期
再エネ・省エネに
関する規制

・ 施工現場が被災した場合、工期の遅延による損害や補償工事費用など対応コスト発生
・ 事務所や工場、住宅展示場の被災で、サプライチェーン寸断や操業停止等の損失発生
・ 災害発生で、保有する土地や建物の価値が低下し、災害リスクが低い土地の価格上昇
・ 災害時の人材派遣に伴い、通常時と比較して労働生産性が低下し、収益減

大中～長期異常気象の激甚化物理

影響の
大きさ

移行

物理

機会項目
大分類 中分類 小分類 考察した影響

機会

顕在化する
時間軸

〈再エネ〉
・ 脱炭素化の進展に伴い、ZEHやZEH-M、ZEBに対する補助金を活用した建物の
需要が増加し、ZEHビルダーやZEBプランナー登録者である自社の収益機会増
・ 太陽光発電システムの需要高で、対応する事業の収益増
〈省エネ〉
・ 省エネ基準の引き上げにより、断熱リフォームやHEMSなどの建物の省エネ性能
を高める需要が増加し、対応する事業の収益増
・ 東京ゼロエミ住宅導入促進事業をはじめとする地方規制の導入や拡大に対応する
ことで、競合他社との差別化につながり、収益増

ZEHやZEH-M、LCCM®住宅やZEBなどの省エネ性能の高い建物の普及で、対応
する事業の収益増 大中～長期再エネ・省エネ技術の普及

大短～長期
再エネ・省エネに
関する規制

・ 災害に強い建物の需要高で、収益増
・ 被災した建物の修繕や新築の需要高で、収益増
・ LCP（生活継続計画）を実現する技術の需要拡大で、収益増

大中～長期異常気象の激甚化

【時間軸】 短期：～2025年　中期：2025年～2030年　長期：2030年～（2050年）　【影響の大きさ】 大：財務への影響が特に大きいことが想定される（単年で10億円以上の財務影響を想定）

　リスク項目として、脱炭素社会への移行が加速する世界
（1.5（2）℃シナリオ）では、「炭素税（化石燃料賦課金 等）の導
入」や「再生可能エネルギー・省エネルギー規制の強化」によ
り温室効果ガス（GHG）への課税や電力コストの増加に加え、
鉄鋼・セメントなどの資源価格も上昇すると予想されます。
　一方、平均気温が上昇し、異常気象がさらに頻発する世界
（4℃シナリオ）では、異常気象の激甚化により、自然災害によ
る物理的リスクが増大すると見られます。それにより建物や
インフラの損傷、業務の中断などが想定され、BCP（事業継続
計画）の整備が必要になります。
　機会項目として、1.5（2）℃シナリオでは、脱炭素社会へ
の移行が進むことにより、新たなビジネスチャンスが生まれ

ることが期待されます。省エネ性能の高いZEH、ZEH-M、
LCCM®※住宅やZEBなどの需要が増加し、断熱リフォームな
どの省エネ関連の施工需要も高まり、収益機会が増えると
考えられます。
　一方、4℃シナリオでは、異常気象によるリスクに対応する
ため、洪水や高潮などの自然災害に強い建物や、強度の弱い
土地を強化するための地盤改良工事のニーズが増えること
が見込まれ、これに伴うビジネスチャンスが広がると考えられ
ます。
※ 「LCCM」は、（一財）住宅・建築SDGs推進センター（IBECS)の登録商標です。建設・居住・解体
までのライフサイクル全体でCO₂排出量をマイナスにする脱炭素住宅です。

戦 略
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2030年をゴールとした目標の進捗

※1 ZEH：ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス、ZEH-M：ネット・ゼロ・エネルギー・マンション
※2 卒FIT：太陽光発電等の再生可能エネルギーで発電した余剰電力を、電力会社が一定期間買い
取ることを保証するFIT制度。2009年から始まったこの制度の買取期間は10年間で、この期間
が終了することを「卒FIT」といいます。太陽光発電設備の容量が10kW以上の場合は、固定価
格買取期間は20年間と定められています。

※3 オンサイトPPA：企業（需要家）の敷地内に、発電事業者所有の太陽光発電設備を設置し、そこか
ら企業が電力を買い取って消費する方式

2030年中間目標

取り組み① 温室効果ガス（GHG）排出量削減

GHG
総排出量
（2020年比）

住宅事業 2030年 ▲50％
建設事業（スコープ1・2） 2030～40年の早い段階 ▲40％

重点
取り組み

新築戸建ZEH率 90％ 低層集合住宅ZEH-M率 50％
サプライヤーへの対応
基盤づくりと低減化支援

取り組み② 再生可能エネルギー化率向上

重点
取り組み 電力再エネ化率 60％

オーナーさま卒FIT※2電力買取推進
オンサイトPPA※3の導入

● 再生可能エネルギー循環のスキーム構築と推進

　当社グループは、2050年カーボンニュートラル実現に
向け、2030年を中間目標年度として、GHG排出量を2020
年比50％削減（住宅事業）とした「2050年カーボンニュート
ラル宣言」を公表しました。建設事業においても2030年～
2040年のできるだけ早い段階で40%削減を目指します。
　これら目標達成に向けての取り組みを日常の活動に落とし
込み、着実に達成するとともにグループ各社の事業所・住宅
展示場・工場でのオンサイトPPAを活用していきます。また、
住宅会社の責務でもある、国の「再生可能エネルギーの固定
価格買取制度（FIT）」の買取期間満了に際したオーナーさま
の余剰電力の活用など、具体的な取り組みを加速させてい
きます。

＊ 新築戸建・低層集合住宅におけるサプライチェーン全体での排出量、
建設事業は事業活動スコープ1・2のみ施工段階における排出量

＊2020年比

エコリフォーム削減貢献量
75％増

2020年 2030年 2050年

事業活動

販売した製品
サプライチェーン

中間目標
50%削減
（2020年比）

2050年
カーボン
ニュートラル

2040年
事業活動における
再エネ化率
100%達成

住宅事業におけるカーボンニュートラル

● ZEH・ZEH-M※1の普及など重点取り組みを推進
● GHG排出量削減と別に住宅ストックの省エネ化に向けて
エコリフォームを推進

カーボンニュートラル実現を目指して

　「RE100」とは、国際NGO「The Climate Group」と「CDP」
が連携して運営する国際的なイニシアティブのことで、企業
が事業活動で使用する電力を100%再生可能エネルギーに
することを目標に掲げています。当社グループはこれに加盟
し、事業活動における再生エネルギー化率を2030年60%、
2040年までに100％達成を目指して取り組んでいきます。

「RE100」に加盟

　カーボンニュートラル推進委員会を設置した意義は、プライム ライフ テクノロジーズがけん引す
ることでグループ各社では判断が難しいテーマについても実現が可能になることにあると考えます。
各社の担当者が意見を交わしながら活動し、推進状況を共有しながら互いに学び合う中で、それぞれ
のレベル向上につながっています。
　カーボンニュートラル実現に向けた2030年中間目標における達成度合いは、テーマによってばら
つきはあるものの着実に前進しています。一方で、スコープ3-1のようにサプライヤーの協力が不可
欠な領域は理解促進や製品切り替えに時間を要しますが、調達委員会を中心に活動を続けています。
カーボンニュートラルへの取り組みをいかに経営に結び付けるのか自問自答するところですが、昨今
の異常気象を見るとこのままでは将来の事業に甚大な影響があると感じています。今後もグループ
一体となって達成に向け邁進したいと考えています。

プライム ライフ テクノロジーズ
カーボンニュートラル推進委員会 
委員長
トヨタホーム 執行役員
松岡 義文

カーボンニュートラル推進委員長からのメッセージ

＊ RE100にはプライム ライフ テクノロジーズグループ（連結対象会社）として参画し、使用の許諾
を受けています。
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　当社グループの新築請負事業は、事業ポートフォリオの
約6割を占めており、同事業におけるZEHおよびZEH-Mの
推進をカーボンニュートラル実現に向けた重要な取り組みと
して位置付けています。目標に定めた2030年新築戸建住宅
におけるZEH率90％に対しては予定通りに推移（2024年
実績）しています。
　今後、より注力していくのは、低層集合住宅のZEH-M率目
標値の達成と、高層集合住宅および分譲マンションにおける
ZEH-M率の向上です。省エネルギー性能の高い分譲・集合
住宅がスタンダードになる中、快適性を高め、光熱費の低減
にもつながる物件は、住宅ローン控除の優遇措置が受けられ
るなどのメリットがあります。また、補助金制度により子育て
世帯のお客さまにとってメリットの高い「GX志向型住宅※」の
推進にも注力しています。
　さらに、当社グループではより環境性能を高めたLCCM®

住宅、建設事業2社による建物のZEB化推進などの取り組
みも加速させています。

新築戸建ZEH率

2020年 2022年 2023年 2024年 2030年

51%

74% 82% 89% 90%目標

低層集合住宅ZEH-M率

2020年 2022年 2023年 2024年 2030年

0% 4% 7%

31%

50%目標

　ミサワホームでは、既存の躯体断熱に付加断熱を施し、
断熱等級７にも対応した最大UA値0.26の断熱性能を確保す
る「スマートテック断熱アドバンス」を2024年度より展開して
います。また、パナソニック ホームズも樹脂サッシ・トリプル
ガラスや高性能断熱材の採用により、等級7対応の商品モデ
ルを展開しています。
　さらに、住宅各社においては高い断熱性能の確保と大容量
太陽光発電との組み合わせにより、ライフサイクルにおける
CO₂排出量がマイナスになるLCCM®住宅の取り組みも進め
ています。

断熱等級６・７への対応

当社グループ住宅各社および
松村組は、一般社団法人環境共
創イニシアチブの登録を受け
て、ZEHおよびZEH-Mのさら
なる普及に取り組んでいます。

ミサワホーム
「スマートテック断熱アドバンス」
モデルプラン

パナソニック ホームズ
高断熱仕様の多層階住宅
「NEWビューノ」

※ 「GX志向型住宅」は、断熱等性能等級6以上、一次エネルギー消費量35%以上削減（再エネ込み
で100%削減を目指す）という基準があり、ZEHを大きく上回る省エネ性能を持つ脱炭素志向型
の住宅です。

温室効果ガス（GHG）総排出量削減に向けた取り組み

ZEH、ZEH-Mの推進状況とさらなる拡大

　近年、ZEHは“特別な家”から“当たり前の選択肢”へと変わりつつあります。電気料金の高騰や自然
災害の増加を背景に、エネルギーの自給自足やレジリエンスへの関心が高まっています。コスト面の
不安にはZEHは「“今のくらし”を守りながら、“これからの時代”にも備える住まい」であること、長期的
な視点では光熱費削減や売電収入、住宅ローン減税などの具体的なメリットがあることを、分かりやすく
伝えています。お客さまからは「冬暖かく夏も快適」「電気代が想像以上に減った」「停電時も電気が使え
て安心」といったうれしい声をいただきました。ZEHの提案を通じて、快適で経済的なくらしとGHG排出
量削減の両立を実現し、お客さまの笑顔を増やしていくことが私たちの喜びです。

ミサワホーム甲信
新築事業本部
山梨営業部
杉田 麻衣

今のくらしを守り、未来に備える住まいへVOICE
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　近年、世代を問わず環境意識・防災意識が高まり、リフォーム時に「V2H」を提案すると多くのお客さま
が関心を持たれます。特に、太陽光発電の卒FITを迎える方やペットのいる方、電動車の購入を機に
有効活用を考える方などの導入につながっています。「V2H」は住まいとクルマをつなぎ太陽光発電で
充電し、クルマを蓄電池として利用できるので、家計にも環境にもメリットのあるシステムです。また
停電で困った経験を持つ方が「災害が起きても在宅避難できる安心感がある」と導入されるなど、評価
いただいています。トヨタ自動車の車両店との連携により、電動車とエコリフォームを一体で提案できる
点も強みです。

トヨタホーム
ストック事業部　
リフォーム戦略企画グループ
近藤 悠太

環境にやさしく災害時に強い家へVOICE

※ 削減貢献量とは、当社グループの製品やサービスを導入した場合と、導入しなかった場合とを比
較し、オーナーさまや社会のGHG排出の削減に貢献した量を価値として数値化したもの。これに
より、導入することでどれほどのGHG排出削減につながるのかを評価することが可能になります。

エコリフォーム削減貢献量
2020年
基準年 2022年 2023年 2024年 2030年

+27%

+63% +64% 75%増目標

　全国の新設住宅着工数が約80万戸に対し、住宅ストック
の数は約6,505万戸あります（2023年、国土交通省公表）。
カーボンニュートラルの実現には、既存住宅を現行の断熱
基準以上へ引き上げる改修の推進が不可欠です。高効率給
湯器やエネファームなどの省エネ設備の導入、断熱性能を
高める工事、太陽光発電設備の設置などのエコリフォームを
通じて、家庭からのGHG排出量削減を進めます。
　国も補助金制度を整備し、快適で健康的なくらしを守る
ため、高断熱化と省エネ効果の高い設備を組み合わせた改修
の普及を後押ししています。

　パナソニック ホームズは既存の戸建住宅を買い取り、
「鉄骨構造」「空気環境」「保証体制」「サポート体制」の４つの
価値を加えて「ReVALUED（リバリュード）」ブランドとして
再販売する事業を2025年4月から開始しました。中古住宅
市場の需要拡大と、購入時の品質への不安に対応したも
ので、環境性能を高めたリフォームと空気浄化換気システム
を装備。信頼性と快適性を備えた中古住宅として展開して
います。

エコリフォームの推進

買取再販戸建住宅を新展開 （事例：パナソニック ホームズ）

　住まいとクルマ（BEV/PHEV）をつなぎ、太陽光発電等で
つくった電気で充電して電力エネルギーの削減を図るとと
もに、停電時でもクルマに蓄えられた電気の使用を可能にし、
災害時にも頼りになる「V2H（Vehicle to Home）」を推奨し
ています。2024年度は、補助金要件に新たにV2H対応車両
の保有が条件に加わったため、トヨタ車両店との連携をさら
に深めることによりV2H設置数の増加につながりました。

クルマとつなげて、省エネと災害対策 （事例：トヨタホーム）

V2H
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サプライチェーンの取り組み

物流・調達の取り組み

　住宅事業におけるGHG排出量のうち約4割がサプライ
ヤー由来であり、調達・輸送・建設・居住段階・解体に至るま
でサプライチェーン全体でのGHG排出量削減に向けた取り
組みが必要です。

　当社グループでは、120社以上のサプライヤーさま向けに
定期的な勉強会やアンケートを実施。勉強会を通じ、GHG低
減目標の設定や、削減実績・事例づくりを促し、排出量データ
把握の精度向上を図っています。

　ドライバー不足が進む中、生産・物流拠点を相互活用する
ことで、マーケットに近いグループ関連工場での資材生産や
地産地消による生産拠点の最適化、長距離便での資材の
相積み輸送、物流会社車両の相互活用を進めています。
　2022年よりグループの住宅3社横断のワーキンググルー
プ活動を進め、九州向けの長距離輸送改善に向けてはパナ
ソニック ホームズの部材をミサワホームの福岡工場や物流

センターへ配送し、現地で
組み立てる取り組みも開
始。同取り組みにより、年
間100台近くのトラック台
数の削減が見込め、GHG
排出量の削減にもつなが
ります。

サプライチェーンエンゲージメント

　パナソニック建設エンジニアリングの“内装システム化
工法”は、内装の壁パネルを工場であらかじめ生産・加工し、
現場で組み立てる工法です。壁・天井の骨組みを作る軽鉄、
ボード・クロス貼りなど、多工程に専門技能を持つ職人が必要
だった従来の工法に対して、大幅な「工期短縮」と「省施工」が
可能になります。2024年にはこの工法を使い内装一式工事
を請け負ったマンション（109戸）において、工期を18日短縮、
作業人数を延べ約150人削減（56.8％減）する効果が実証

されました。さらに、現場で
の廃棄物や電力使用の削
減により、GHG排出量を
20トン減らす成果も確認。
人手不足への有効な解決
策となるだけでなく、環境
課題にも大きく貢献するこ
とが期待されます。

　カーボンニュートラル実現にはスコープ3-1（購入した製品・サービス）の削減が重要です。住宅事業では、事業会社間での共同
輸送や生産拠点の最適化に加え、調達先のサプライヤーさまとの勉強会によるGHG排出量削減の意識醸成を進めています。

現場施工効率化の取り組み

“内装システム化工法”による効率化

　建設現場における業務効率化推進によって廃棄物とGHG排出量の削減を実現し、環境への貢献を図っています。

　内装システム化工法は、建設業界の課題を解決する新しい仕組みとして注目を集めています。電動
工具の使用削減による事故の低減をはじめ、複数業種の混在解消、簡単施工、産業廃棄物削減など、
省エネ・省力化・環境負荷低減の実現が高く評価されています。施工協力会社からも「人手不足の中、
大きな助けになる」「経験の浅い者でも短期間で施工できる」と好評。開発にあたっては、熟練工のスキ
ルを工場生産へ置き換えるためのルール化に苦労しましたが、パナソニック ホームズ製造部門との連携
で実現。効率化の観点から工程を見直したことにより労災リスクも減少しました。今後、労働力不足や
GHG排出量削減の重要性が高まるほど、この工法の必要性と普及は一層進むと期待しています。

パナソニック建設エンジニアリング
SJP事業部 
東日本営業部 
内野 敦司

建設現場の課題を解決する“内装システム化工法”VOICE

共同輸送による物流効率化

工場で加工したパネルを現場で組み立て
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■ 環境報告書 編集方針
気候変動がくらしに与える影響が年々顕在化しています。住宅・建設を主軸に事業を
展開するプライム ライフ テクノロジーズグループとしても、その責任と役割をしっ
かりと認識し、温室効果ガス（GHG）排出量の低減ならびに気候変動の緩和などに
取り組む姿勢を「環境報告書」として継続的に発信していきます。ステークホルダー
の皆さまと連携し、心豊かな『未来のまち』づくりを進めていきます。

■ 報告対象期間
2024年度（2024年4月1日～2025年3月31日）のデータを使用しています。活動の
記載などについては直近のものを含みます。

■ 報告対象範囲
原則としてプライム ライフ テクノロジーズグループ連結対象全拠点を対象として
います。データ等について範囲を限定する場合は注記しています。

■ 次回発行予定
2027年1月

■ 第三者保証
第三者保証の対象となる環境データについては、各項目に検証実施済みであることを
記載しています。

■ 編集
プライム ライフ テクノロジーズグループ　カーボンニュートラル推進委員会


